















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































点としては，以下の 3点が挙げられよう（53）。（ 1）民執規則170条 2，4号






















































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
不利な取扱い受けることも問題である。とく
に，届出債権者が当初の届出額を事後計算書によって拡張することを認め
る点（60） は，申立担保権者とのバランスがとれない。以上を勘案すると，
判例がとる信義則を基礎にした制限は十分な説得力を有していないのでは
なかろうか（61）。また，拡張消極説が重視する競売手続安定性の観点も決
定的ではない。申立債権額は無剰余取消し禁止とは無関係であるし（62），
超過売却の関係でも債権額拡張の場合には関係はない（63） との指摘もある。
確かに，民事執行手続の形式的，画一的基準による迅速かつ大量の事件処
理の要請は重要であるが，実体法的秩序との調整を考慮したとき，手続の
どの段階なのかが重要になるように思われる。
　請求債権額拡張の可否は，配当手続段階（前述の第一段階）において配
当表作成のための計算書の提出（規則60条）の局面で問題となる。実務で
は，拡張前の債権額と拡張後の債権額を併記した計算書の提出を求め，拡
張前の債権額を上限として配当実施額を定めつつ，錯誤，誤記等は配当異
議の訴えにより確認されれば，配当表の変更を認める取扱いである（64）。
しかし，配当が債権者の合意による調整されることが前提であるならば，
計算書提出段階で拡張を認めても問題はさほど大きくない。むしろ，請求
（59） 　最も利害関係が生じうる後順位抵当権者は，一部申立ての場合には残部拡張
を当然想定していよう。この点につき荒木・前掲29頁。なお，本件判決の信義
則要請を執行裁判所との関係で捉える立場（吉田・前掲162頁以下，井上・前
掲33頁）もあるが，それは立法的問題であろう。
（60） 　東京地裁民事執行センター実務研究会編「民事執行の実務（不動産執行編）
下」（金融財政事情研究会・2007）（細江秀男）193頁など。
（61） 　それゆえ，信義則を基盤に総合的判断を主張する見解（野村・前掲79頁以
下）も同様の問題が生じる。
（62） 　中島・前掲132頁，荒木・前掲28頁，野村・前掲70頁など。
（63） 　荒木・前掲27頁，二羽・前掲62頁など。反対，中島・前掲132頁など。
（64） 　東京地裁民事執行センター実務研究会編著『民事執行の実務（第 3版）不動
産執行編下』（きんざい・2012）179頁。
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債権額拡張否定の立場は，配当異議の申出のない抵当権者の不当利得返還
請求を認めた前記①平成 3年判決との関係では問題であると思われる。本
稿で示したように平成 3年判決自体の帰結も問題と考えるが，③平成15年
判決により拡張が制限されても最終的には抵当権者の不当利得返還請求が
認められる帰結となり，これは，競売手続の安定性の観点からも事案処理
の落ち着きからも疑問となる（65）。抵当権者の実体法上の優先的弁済権は
売却許可決定の確定により執行法上の優先的配当受領権に転嫁するとする
本稿の考え方では，配当期日段階では優先的配当受領権の額は確定せず，
配当異議訴訟等の終結による配当実施までは手続上是正の余地が残されて
いると考える。したがって，競売手続内で請求債権額の拡張をむしろ認
め，配当異議の申出のない抵当権者の不当利得返還請求を認めない処理の
方が競売手続全体の円滑な進行と安定に資するように思われ，また抵当権
者の手続保障を確保することになると考える。
④民事執行における抵当権者の位置づけ
　このように，配当異議の申出のない抵当権者の不当利得返還請求を認め
ない処理は抵当権者に酷なものであろうか。問題あるとされるのは，配当
手続の実態において抵当権者に配当異議の申出を要求し，その自己責任を
問う点である。しかし，これはすでに中野教授が指摘されているよう
に（66），後順位抵当権者の実体を考慮すれば，自己責任を問えると思われ
る。さらに，最高裁平成11年判決（最判平成11・11・24日民集53巻 8号1899
頁）は，抵当権の優先的効力が不動産の交換価値自体を維持することに及
ぶことを認め，目的物の管理占有を認めるに至っている。執行手続前の抵
（65） 　酒井・前掲131頁はこの点を考慮して本件判決は例外的処理の余地を残した
と評価する。なお，大阪高判平成16・ 9・ 2金法1732号54頁は，被担保債権の
一部について競売を申し立てた根抵当権者が配当を受けた後順位の抵当権者に
対して残部の被担保債権にかかる優先弁済請求権を主張する不当利得返還請求
を退けた。これは，③判決を敷衍したものであろうが，①平成 3年判決と整合
性がとれるか疑問である。
（66） 　中野・前掲リマークス158頁。
98　　早稲田大学法務研究論叢第 1号（創刊号）
当権者の立場はより強化されたと言えよう。さらに，抵当権者は物上代位
権も有する。こうした権限を有する抵当権者は，執行手続において十分に
執行対象物の状況を把握でき，その懈怠の自己責任を問われる立場にある
と言えるのではなかろうか。この点においても，抵当権者の自己責任を問
う消極説の主張は支持できよう。
4　おわりに
　以上，過誤配当の場合において，配当異議の申出をしない抵当権者が配
当実施後不当利得返還請求をなしうるか否かの議論を中心に民事執行にお
ける失権のあり方を考察してみた。過誤配当における配当異議の申出をし
ない抵当権者の処遇の問題は，従来の議論では，「実体法上の権利関係の
尊重」と「配当手続の結果の安定」といずれを重視するかの議論であり，
専ら「配当手続及びその救済システム」の位置づけ・評価に集中してきた
と言える。しかし，その実質は民事執行における抵当権者の失権を認める
か否かの議論であったと言え，そうであれば，失権を認めるか否かは配当
手続段階だけで判断すべきではないとするのが本稿の立場である。つま
り，権利の実現段階である執行手続全体のプロセスにおいて抵当権者の実
体法上の地位が執行法上どのように保障され，手続の中にどのように組み
込まれていくか，そして、それがどのような失権を構成するかを検討すべ
きとの立場である。本稿では，民執法184条の公信的効果の根拠となる失
権の構造との関係及び請求拡張の可否との関係から，執行手続全体の過程
の中で抵当権者の処遇と手続保障の態様を検証した結果，配当異議の申出
をしない抵当権者は配当実施後不当利得返還請求をなしえないとする消極
説の立場を正当する帰結を導きだした。民事執行手続における失権は，権
利喪失に直結し，実体的権利関係を変容させるものであることから，失権
の基盤となりうる手続保障のあり方は今後も検討されねばならないであろ
う。
